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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで）

１．会社の現況
(1)　事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、実質所得の緩やかな増加により、消
費者マインドは持ち直しの動きがみられ、消費支出も増加傾向で推移しま
した。企業収益は緩やかに改善していることから、企業の設備投資は増加
傾向となりました。また、海外経済は中国をはじめとするアジア新興国経
済の緩やかな景気持ち直しと、欧米の景気回復を受け、輸出環境に持ち直
しの傾向がみられ、徐々にではありますが、緩やかに回復いたしました。

当社のセグメント別受注概況は、歯車及び歯車装置事業ではバルブ・コ
ントロールは僅かながら増加いたしましたが、ジャッキ及びその他の増減
速機が減少したため、歯車装置部門としては減少いたしました。歯車部門
につきましては自動車用及び建設機械用が減少したことにより、受注は減
少いたしました。これにより歯車及び歯車装置事業全体では受注は減少
となりました。工事事業では火力発電所をはじめとする定期検査工事等
が減少したことにより受注は減少となりました。

その結果、当事業年度の受注高は81億96百万円（前事業年度比4.4％
減）、売上高は90億15百万円（前事業年度比4.5％増）となりました。

損益面につきましては、原価低減、経費削減に努めた結果、営業利益は
10億62百万円（前事業年度比48.3％増）、経常利益は10億65百万円（前
事業年度比50.9％増）、当期純利益は６億86百万円（前事業年度比45.4％
増）となりました。

－ 1 －

事業の経過及び成果
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事業別の状況
　事業別の受注高及び売上高は次のとおりであります。

単位：百万円（未満切捨）

事　　　業
受 注 高 売 上 高

金 額 構 成 比
(％)

前 事 業 年
度 比 増 減
( ％ )

金 額 構 成 比
(％)

前 事 業 年
度 比 増 減
( ％ )

歯車及び歯車装置事業 5,774 70.4 △1.7 6,239 69.2 4.2
歯 車 装 置 5,040 61.4 △1.2 5,490 60.9 8.1
歯 車 733 9.0 △5.5 748 8.3 △17.7

工 事 事 業 2,422 29.6 △10.2 2,775 30.8 5.1
合 計 8,196 100.0 △4.4 9,015 100.0 4.5

【歯車及び歯車装置事業】
歯車装置部門のうちバルブ･コントロールの受注高は、火力発電所、輸

出、上下水道、石油向けが減少したものの、原子力発電所、鉄鋼、船舶向
け、補修部品等が増加したことにより、前事業年度比0.5％増加いたしま
した。売上高は、原子力発電所、輸出、船舶向けが減少したものの、火力
発電所、上下水道、鉄鋼向け、補修部品等が増加したことにより、前事業
年度比11.2％増加いたしました。ジャッキにつきましては、鉄鋼、液晶
関連向けが減少したことにより、受注高は前事業年度比7.7％減少し、売
上高も前事業年度比4.4％減少いたしました。その他の増減速機につきま
しては、受注高は前事業年度比0.4％減少いたしましたが、売上高は前事
業年度比9.9％増加いたしました。

その結果、歯車装置部門では、受注高はジャッキ、その他の増減速機が
減少したため、前事業年度比1.2％減少いたしました。売上高はバルブ･コ
ントロール、その他の増減速機が増加したため、前事業年度比8.1％増加
いたしました。

歯車部門の受注高は、鉄道・船舶用、その他産業機械用が増加したもの
の、自動車用、建設機械用が減少したことにより、前事業年度比5.5％減
少いたしました。売上高は鉄道・船舶用が増加したものの、自動車用、建
設機械用が減少したことにより、前事業年度比17.7％減少いたしました。

以上の結果、歯車及び歯車装置事業全体では、受注高は前事業年度比
1.7％減少、売上高は前事業年度比4.2％増加いたしました。

－ 2 －

事業の経過及び成果
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【工事事業】
工事事業につきましては、受注高は石油化学向け及び上下水道向けが増

加いたしましたが、火力発電所向け及び原子力発電所向けが減少したた
め、前事業年度比10.2％減少いたしました。売上高は火力発電所向けが
減少いたしましたが、原子力発電所向け、石油化学向け及び上下水道向け
が増加したため、前事業年度比5.1％増加いたしました。

(2)　設備投資の状況
　特記すべき事項はありません。

(3)　資金調達の状況
　該当事項はありません。

－ 3 －

事業の経過及び成果
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(4)　財産及び損益の状況

区　　分
第 112 期

(平成25年 4 月 1 日から
平成26年 3 月31日まで)

第 113 期

(平成26年 4 月 1 日から
平成27年 3 月31日まで)

第 114 期

(平成27年 4 月 1 日から
平成28年 3 月31日まで)

第 115 期

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

売 上 高 （百万円） 8,708 9,156 8,627 9,015

経 常 利 益 （百万円） 423 556 706 1,065

当 期 純 利 益 （百万円） 240 346 472 686

１株当たり当期純利益 （円） 16.94 24.42 33.26 48.37

純 資 産 （百万円） 5,986 6,500 6,840 7,498

総 資 産 （百万円） 10,362 10,452 10,361 10,823

(5)　重要な親会社及び子会社の状況等
①　親会社及び子会社との関係

　該当事項はありません。

②　技術援助契約（受入技術契約）の状況
相手方の名称 国名 契約品目

フローサーブＵＳ・インク 米国 リミトルク・バルブコントロール
(注)　上表は、製造・販売に関する技術情報及び資料の供与であります。

－ 4 －

財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況並びに企業結合の状況
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(6)　対処すべき課題
今後の見通しにつきましては、わが国経済は政府の各種政策による公共

投資増加が景気を緩やかに押し上げると期待されますが、米国トランプ政
権の金融政策正常化の影響による円高、株安といった金融資本市場の不安
定な動きや、海外景気の下振れリスク等の懸念により、緩やかな回復基調
から一転して不透明な状況が続くものと思われます。

当社の事業を取り巻く環境は、国内の原子力発電所は数基が再稼働いた
しましたが、残りの原子力発電所は再稼働に至っておらず、原子力発電所
に係る需要は不透明感が拭いきれておりません。また原子力発電所の停
止以降、稼働を続けている火力発電所の本格的な定期検査工事にはまだま
だ時間が掛かると予測されます。

このような状況の中、当社は「他社との競争に打ち勝ち、着実な成長を
する企業を目指す」をスローガンに、組織改革による効率的な事業を運営
できる体制を構築し、顧客満足と収益の向上に取り組みます。また原子力
発電所のメンテナンス需要の低下による受注高減少を、海外を含めた新た
なマーケットを開拓し、収益向上を目指してまいります。

事業内容に関しましては、歯車及び歯車装置事業のうち、バルブ・コン
トロールにつきましては、新製品の販売強化、技術部と工事部との三位一
体による協力体制の強化、利益率の改善を推し進めてまいります。ジャッ
キにつきましては、利益率の改善、ジャッキに付属する周辺機器を拡販す
るために密着した営業活動を展開してまいります。その他の増減速機に
つきましては工事部と連携を強化し、市場再調査と需要掘り起こしを行
い、補修部品の拡販や新規顧客の開拓に努めてまいります。歯車につきま
しては、すぐに回復は見込めないものの、大型の高精度歯車の市場調査と
歯車加工機械の設備投資に注力してまいります。工事事業では、引き続き
メンテナンスに必要な技能向上のための教育、育成を継続的に実施し、電
力・上下水道向け等の駆動部点検の拡大に向け、営業部とともにきめ細か
い提案営業を展開し、需要の掘り起こしに注力してまいります。

その上で、平成29年度の事業目標を売上高87億円（前事業年度比3.5％
減）、経常利益６億20百万円（前事業年度比41.8％減）とし、この目標
の達成を目指して全社一丸となって努力してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後ともなにとぞ変わらぬご支援、ご鞭
撻を賜わりますようお願い申しあげます。

－ 5 －

対処すべき課題
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(7)　主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

歯 車 及 び
歯 車 装 置 事 業

バルブ・コントロール、ジャッキ、その他の増減速機等の設計、製造、販売
自動車用歯車、建設機械用歯車、鉄道・船舶用歯車等の設計、製造、販売

工 事 事 業
バルブ・コントロール及びその他の増減速機とそれらに関連する部品の据
付、保守、修理、技術指導等

(8)　主要な営業所及び工場（平成29年３月31日現在）
本 社 ・ 工 場 藤沢本社(神奈川県藤沢市桐原町7番地)

営 業 所
横浜支店(神奈川県横浜市西区)、大阪支店(大阪府吹田市)
札幌営業所(北海道札幌市)、名古屋営業所(愛知県名古屋市)
広島営業所(広島県広島市)、福岡営業所(福岡県福岡市)

事 業 所

藤沢事業所(神奈川県藤沢市石川)、札幌事業所(北海道札幌市)
仙台事業所(宮城県仙台市)、福島サービスセンター(福島県双葉郡楢葉町)
千葉事業所(千葉県八街市)、京浜事業所(神奈川県横浜市西区)
柏崎事業所(新潟県柏崎市)、名古屋事業所(愛知県名古屋市)
金沢事業所(石川県金沢市)、大阪事業所(大阪府吹田市)
若狭事業所(京都府舞鶴市)、広島事業所(広島県広島市)
福岡事業所(福岡県福岡市)

－ 6 －

主要な事業内容、主要な営業所及び工場
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(9)　使用人の状況（平成29年３月31日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

357名 6名減 39.3歳 15.9年

(注)　上表にはパートタイマー 88 名は含んでおりません。

(10)　主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 静 岡 銀 行 180百万円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 77

朝 日 生 命 保 険 相 互 会 社 53

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 49

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 48

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 28

(注)　当社は運転資金の安定かつ効率的な調達を行うため、借入限度額500百万円のコミットメ
ントライン契約を主幹事の株式会社三井住友銀行と締結しております。

　当事業年度末日における借入実行額はありません。

(11)　その他会社の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

－ 7 －

使用人の状況、主要な借入先、その他会社の現況に関する重要な事項
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２．株式の状況（平成29年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 57,000,000株
⑵　発行済株式の総数 14,280,000株
⑶　株主数 1,976名
⑷　大株主の状況（上位 10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 成 和 5,633千株 39.70％

丸 本 桂 三 1,455 10.25

株 式 会 社 三 田 商 店 1,027 7.24

日 本 ギ ア 取 引 先 持 株 会 516 3.64

サ ン ワ テ ク ノ ス 株 式 会 社 306 2.15

株式会社ＧＭ ＩＮＶＥＳＴＭＥＮＴＳ 300 2.11

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 298 2.10

中 西 健 夫 252 1.78

株 式 会 社 千 代 田 組 210 1.47

富 士 通 株 式 会 社 210 1.47

(注)　持株比率は自己株式（89,644株）を控除して計算しております。

－ 8 －

株式の状況
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⑸　新株予約権等の状況
当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の
状況

第1回新株予約権

発行決議日 平成28年７月29日

新株予約権の数 618個

新株予約権の目的となる株式の種類と数 普通株式　　　　　 61,800株
（新株予約権1個につき　100株）

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要しない

新株予約権の行使に際して出資される
財産の価額

新株予約権1個当たり　100円
1株当たり　　　　　　　1円

権利行使期間 平成31年９月29日から
平成34年９月28日まで

行使の条件 （注）

使用人等への
交付状況

当社使用人
新株予約権の数　　　　618個
目的となる株式数　 61,800株
交付者数　　　　　　　309名

子会社の役員及び使用人 -

(注)１．新株予約権者は、権利行使期間内において、当社の取締役または従業員のいずれかの地
位にあることを要し、新株予約権を一括して行使できるものとする。ただし、取締役が
任期満了により退任した場合、従業員が定年で退職した場合、その他正当な理由がある
場合は、この限りではない。

２．新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行使できないものとする。

－ 9 －

株式の状況
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３．会社役員の状況
(1)　取締役及び監査役の状況（平成29年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 寺 田 治 夫 株式会社成和取締役

取 締 役 林 　 秀 樹
管理部長
林秀樹税理士事務所所長
株式会社キュビズム代表取締役

取 締 役 中 山 　 厚 中部国際空港株式会社常勤監査役

取  締  役 ( 社 外 ) 香 川 明 久 香川法律事務所代表弁護士

取  締  役 ( 社 外 ) 南 　 裕 史 弁護士法人リオ・パートナーズ代表社員弁護士

取  締  役 ( 社 外 ) 渡 辺 倫 也

株式会社守谷商会執行役員第１ビジネスグルー
プグループマネージャー
中国現地法人上海守谷国際貿易有限公司董事長
ピーエーエス株式会社取締役

常 勤 監 査 役 川 井 正 人

監  査  役 ( 社 外 ) 杉 山 功 郎 虎ノ門法律経済事務所弁護士

監  査  役 ( 社 外 ) 板 東 美 樹 南法律事務所弁護士

監  査  役 ( 社 外 ) 三 田 義 之 株式会社三田商店代表取締役社長

(注)１．代表取締役社長寺田治夫氏は、当社の筆頭株主かつ特定関係事業者である株式会社成和
の取締役であり、同社は当社の株式の議決権39.77％を所有しております。同社は平成
28年度において792百万円の取引があるとともに、一部製品の販売において競業関係に
あります。

２．取締役林　秀樹氏の重要な兼職先である林秀樹税理士事務所及び株式会社キュビズム
との間には、重要な取引関係はありません。

３．取締役林　秀樹氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知
見を有しております。

４．取締役中山　厚氏の重要な兼職先である中部国際空港株式会社との間には、重要な取引
関係はありません。

５．平成28年６月29日開催の第114回定時株主総会において、渡辺倫也氏があらたに取締役
に選任され、就任いたしました。

６．平成28年６月29日開催の第114回定時株主総会において、三田義之氏があらたに監査役
に選任され、就任いたしました。

７．監査役板東美樹氏は、平成29年３月31日をもって、監査役を辞任しております。

－ 10 －

会社役員の状況
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８．取締役香川明久、取締役南　裕史、監査役杉山功郎、監査役板東美樹の４氏は弁護士と
して法的な専門知識と経験を有しております。

９．取締役香川明久、取締役南　裕史の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし
て指定し、同取引所に届け出ております。

10．当会社と非業務執行取締役である中山　厚、社外取締役香川明久、社外取締役南　裕
史、社外取締役渡辺倫也の４氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法423条
第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠
償責任の限度額は、当該取締役が職務を行うにつき、善意でかつ重大な過失がないとき
は、金2,000万円以上であらかじめ定めた金額または法令で定める金額のいずれか高い
額としております。

11．当会社と社外監査役杉山功郎、社外監査役板東美樹、社外監査役三田義之の３氏は、会
社法第427条第１項の規定に基づき、同法423条第１項の損害賠償責任を限定する契約
を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、当該監査役が職務を
行うにつき、善意でかつ重大な過失がないときは、金1,000万円以上であらかじめ定め
た金額または法令で定める金額のいずれか高い額としております。

(2)　取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

５名 65百万円
（２） （15）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

４ 16
（３） （10）

合　　　　　　計 ９ 82

(注)１．使用人兼務取締役の使用人分給与は支給しておりません。
２．取締役の報酬限度額は、平成27年６月25日開催の第113回定時株主総会において月額９

百万円以内（うち社外取締役分２百万円以内）と決議いただいております。
３．監査役の報酬限度額は、平成27年６月25日開催の第113回定時株主総会において月額２

百万円以内と決議いただいております。
４．当事業年度末現在の取締役は６名（うち社外取締役は３名）であります。上記の取締役

員数と相違しておりますのは、無報酬の社外取締役１名が存在しているためでありま
す。

５．上記支給人員には、平成29年３月31日に辞任により退任した監査役１名を含んでおり
ます。
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(3)　社外役員に関する事項
①　他の法人等の業務執行者、社外役員の兼職状況

地 位 氏 名 兼 職 す る 法 人 等 兼職の内容

取 締 役 香 川 明 久 香 川 法 律 事 務 所 代 表 弁 護 士

取 締 役 南 　 裕 史 弁護士法人リオ・パートナーズ 代表社員弁護士

取 締 役 渡 辺 倫 也
株 式 会 社 守 谷 商 会
中国現地法人上海守谷国際貿易有限公司
ピ ー エ ー エ ス 株 式 会 社

執 行 役 員
董 事 長
取 締 役

監 査 役 杉 山 功 郎 虎 ノ 門 法 律 経 済 事 務 所 弁 護 士

監 査 役 板 東 美 樹 南 法 律 事 務 所 弁 護 士

監 査 役 三 田 義 之 株 式 会 社 三 田 商 店 代表取締役社長
(注)１．取締役香川明久氏の兼職先である香川法律事務所と当社との間には特別の関係はあり

ません。
２．取締役南　裕史氏の兼職先である弁護士法人リオ・パートナーズと当社との間には特別

の関係はありません。
３．取締役渡辺倫也氏が執行役員を務める株式会社守谷商会の持株会社である株式会社

GM INVESTMENTSは、当社の株式の議決権2.11％を所有しております。株式会社守
谷商会とは平成28年度において365百万円の取引がありますが、重要な販売及び仕入れ
等の取引関係にはなっておりません。中国現地法人上海守谷国際貿易有限公司及びピ
ーエーエス株式会社と当社との間には特別の関係はありません。また同氏と当社の間
には特別な利害関係はありません。

４．監査役杉山功郎氏の兼職先である虎ノ門法律経済事務所と当社との間には特別の関係
はありません。

５．監査役板東美樹氏は、当社と顧問契約を締結しております南　栄一氏が代表を務める法
律事務所に所属する弁護士でありますが、同事務所と当社との間に締結されている顧問
契約は、通常の範囲内のものであります。

６．監査役三田義之氏は、当社の大株主である株式会社三田商店の代表取締役社長であり、
同社は当社の株式の議決権7.25％を所有しております。同社とは平成28年度において
12百万円の仕入関係がありますが、重要な販売及び仕入れ等の取引関係にはなっており
ません。また同氏と当社の間には特別な利害関係はありません。
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②　当事業年度における主な活動状況
氏　　名 主 な 活 動 状 況

香 川 明 久
当事業年度に開催された取締役会12回すべてに出席いたしました。長年
の弁護士として培われた経験等に基づく見地から、適宜質問・提言等を行
うことにより社外取締役としての監督機能を果たしております。

南 　 裕 史
当事業年度に開催された取締役会12回のうち11回に出席いたしました。
弁護士として企業法務に精通していることから、議案・審議について適宜
質問、助言を行っております。

渡 辺 倫 也

平成28年６月29日開催の定時株主総会において取締役に選任され、就任後
の取締役会10回のうち７回に出席いたしました。他の会社の執行役員と
しての経験を基に、健全かつ効率的な経営の推進について助言を行ってお
ります。

杉 山 功 郎
当事業年度に開催された取締役会12回のうち11回に出席し、監査役会５回
すべてに出席いたしました。弁護士として企業法務に精通していることか
ら、議案・審議について適宜質問、助言を行っております。

板 東 美 樹
当事業年度に開催された取締役会12回すべてに出席し、監査役会５回すべ
てに出席いたしました。弁護士として企業法務に精通していることから、
議案・審議について適宜質問、助言を行っております。

三 田 義 之

平成28年６月29日開催の定時株主総会において監査役に選任され、就任後
の取締役会10回のうち８回に出席し、監査役会５回のうち４回に出席いた
しました。他の会社の経営者としての経験を基に、監査役として、当社の
経営全般につき発言を行っております。

(注）　上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に基づき、
取締役会決議があったものとみなす書面決議が１回ありました。
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４．会計監査人の状況
⑴　名　称　　東陽監査法人

⑵　報酬等の額
報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18百万円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額 18百万円

(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引
法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できな
いため、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額には、これらの合計額を記載し
ております。

２．監査役会は、会計監査人の監査内容、職務の遂行計画及び報酬見積の積算根拠など
を確認、検討した結果、適切であると判断し同意いたしました。

⑶　非監査業務の内容
該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められ

る場合、監査役会はその事実に基づき会計監査人を解任いたします。
また、監査役会は、上記のほか、会社法や公認会計士法等の法令違反によ

る懲戒処分や監督官庁からの処分を受けた場合、その他会計監査人の独立性
及び専門性、ならびに監査活動の適切性、妥当性及び効率性その他職務の執
行に関する状況等を総合的に勘案し、その必要があると判断した場合、監査
役会は会計監査人の解任又は不再任に関して株主総会に提出する議案の内容
を決定する方針です。
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５．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、そ
の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容は以下のとお
りであります。

⑴　取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制
①　当社は、法令遵守はもとより社会倫理に反すること無く業務の適正性

を保持することが企業活動を行う上で最も基本的な事項であると考え、
社内倫理綱領を制定するとともに、役員、従業員へこれらの企業風土の
普及定着化活動に全力を注ぐことといたします。取締役については、業
務執行の適正性を業務執行確認書により確認しております。

②　社長を委員長とし、取締役、担当部署員をメンバーとする内部統制委
員会を設置し、法令遵守、リスク管理等の啓蒙普及に関する基本方針及
び施策の総括を行ってまいります。また、内部統制委員会の下に、コン
プライアンス委員会、リスク管理委員会及び開示委員会を設置して、そ
れぞれ法令遵守、リスク管理及び適時開示につき、具体的な施策を審議
いたします。各委員会の決定事項は経営執行部に対し報告され施策が実
施されます。

③　取締役会は毎月１回開催され、代表取締役の業務の執行状況を監督し
ております。取締役会には、社外監査役３名を含む監査役が出席し、監
査役として必要な意見を述べることとなっております。

④　通報者に対する不利益扱いを禁止した内部通報制度を構築し、疑義あ
る行為の事前チェックや違法行為の摘発及び、健全な事業経営の運営を
図ってまいります。

⑤　社長直轄の内部監査部門は、各部門の業務執行状況を監査し、その結
果を社長に報告するものといたします。

⑵　取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行に係る情報は、法令及び社内規則の定めるところによ

り、適正に保存及び管理をいたします。
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⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
内部統制委員会及びその下にあるリスク管理委員会では、リスクに関す

る規程類等の制定、当社の当面または今後予想されるリスクの評価、及び
重要なリスクについての管理に関する施策を検討審議し、体制の整備を行
ってまいります。

⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　当社の最高の業務執行決定機関である取締役会は毎月１回、社長の諮

問機関である経営会議は必要に応じて開催しており、効率的な会社の意
思決定プロセスを形成しております。その他必要に応じ、臨時の取締役
会を開催し、迅速な意思の決定を行い、またその時点での最善の方策を
選択できる体制を整備し、効率的な経営を目指すことといたしておりま
す。

②　期初に年間の事業計画を策定し、目標設定を行った上で、実施状況の
進捗管理を実施してまいります。

⑸　当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため
の体制

当社に子会社はありませんので、本項は該当しません。

⑹　監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役から
の独立性に関する事項

監査役が必要とした場合には、経営執行部は監査役の職務を補助する使
用人を置くものとします。なお、監査役の職務を補助する使用人の独立性
の確保に関しては、監査役会の意見を尊重して決定するものとします。

⑺　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告
に関する体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための
体制
①　当社に重大な損失を与えるおそれのある事項及び不正行為や重要な法

令定款違反行為を認知した場合、その他監査役会が必要と認める事項に
ついて監査役に報告するものとします。
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②　監査役は取締役会、その他の重要会議に出席し業務の執行状況を監査
するものとします。

③　監査役は代表取締役との定期的な意見交換会を開催し、会計監査人及
び内部監査部門との連携を図り、適切な監査業務を遂行いたします。

⑻　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体とは、取

引関係を含め一切の関係を遮断し、組織全体として毅然とした態度で対応
することを「社内倫理綱領」に定め基本方針としております。万一反社会
的勢力等との間で問題が発生した場合には、組織的に対応するとともに、
早い段階で警察・弁護士等とも緊密な連携を取ることとしております。ま
た、平素においても総務課を窓口として、所轄の警察署や企業防衛連絡協
議会等の外部専門機関との連携を通じ、情報収集や協力体制の構築に努め
ております。

⑼　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社では、法令遵守や社会倫理に反することがないよう社内倫理綱領を

制定するとともに、コンプライアンスガイドラインの配布により、役員、
使用人の業務執行が法令及び定款に則って行われるよう周知徹底しており
ます。その管理体制としましては、内部統制委員会の下にコンプライアン
ス委員会、リスク管理委員会、開示委員会、内部通報窓口を設置し、法令
遵守、リスク管理、適時開示につきまして具体的な施策を適宜審査してお
ります。内部通報窓口は、通報者に対する不利益がないよう、内部通報制
度の見直しを行っております。

取締役会は12回開催され、取締役の職務執行の適法性を高めるために独
立性の高い社外取締役が出席し、社外監査役３名を含む監査役も出席し、
それぞれの知見を基に、経営上の重要事項を協議、決定しております。

また監査役は、適切な監査業務を行うため、代表取締役との意見交換会
を２回開催、会計監査人との連携を保つため、19回の意見交換会を開催、
内部監査室との連携を保つため10回の意見交換会を開催しております。

反社会的勢力排除に向けた体制につきましては、企業防衛連絡協議会に
７回出席し、情報収集に努めてまいりました。
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貸　借　対　照　表
（平成29年３月31日現在） 単位：百万円（未満切捨）

科 目 金 額 科 目 金 額
( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )
流 動 資 産 8,123 流 動 負 債 2,694

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
機 械 及 び 装 置
土 地
リ ー ス 資 産
そ の 他

無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権
借 地 権
ソ フ ト ウ ェ ア
リ ー ス 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
前 払 年 金 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

2,661
1,695
1,586

117
476

1,210
162
213

2,699
1,787

337
197

1,013
174
64
89
19
21
23
24
1

823
536
238
53

△5

支 払 手 形 1,119
買 掛 金 384
1年内返済予定の長期借入金 232
リ ー ス 債 務 71
未 払 金 192
未 払 法 人 税 等 236
賞 与 引 当 金 316
製 品 保 証 引 当 金 60
そ の 他 81

固 定 負 債 630
長 期 借 入 金 203
リ ー ス 債 務 138
資 産 除 去 債 務 177
繰 延 税 金 負 債 82
環 境 対 策 引 当 金 23
そ の 他 5

負 債 合 計 3,324
( 純 資 産 の 部 )
株 主 資 本 7,322

資 本 金 1,388
資 本 剰 余 金 848

資 本 準 備 金 448
そ の 他 資 本 剰 余 金 400

利 益 剰 余 金 5,118
利 益 準 備 金 24
そ の 他 利 益 剰 余 金 5,094

特 別 償 却 準 備 金 68
別 途 積 立 金 1,600
繰 越 利 益 剰 余 金 3,426

自 己 株 式 △32
評 価 ・ 換 算 差 額 等 172

その他有価証券評価差額金 172
新 株 予 約 権 2
純 資 産 合 計 7,498

資 産 合 計 10,823 負 債 純 資 産 合 計 10,823

－ 18 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書

（平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで） 単位：百万円（未満切捨）

科 目 金 額

売 上 高 9,015

売 上 原 価 6,008

売 上 総 利 益 3,006

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,944

営 業 利 益 1,062

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 12

そ の 他 10 23

営 業 外 費 用

支 払 利 息 15

そ の 他 4 20

経 常 利 益 1,065

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 6 6

特 別 損 失

製 品 保 証 引 当 金 繰 入 額 60 60

税 引 前 当 期 純 利 益 1,011

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 320

法 人 税 等 調 整 額 4 325

当 期 純 利 益 686

－ 19 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

（平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで） 単位：百万円（未満切捨）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株 主 資 本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計 利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金
合 計特 別 償 却

準 備 金 別途積立金 繰 越 利 益
剰 余 金

平成28年４月１日残高 1,388 448 400 848 24 90 1,600 2,802 4,517 △32 6,721

事業年度中の変動額

特別償却準備金の取崩 △22 22 － －

剰余金の配当 △85 △85 △85

当 期 純 利 益 686 686 686

自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 － － － － － △22 － 623 601 △0 601

平成29年３月31日残高 1,388 448 400 848 24 68 1,600 3,426 5,118 △32 7,322

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
評価・換算差額等
合 計

平成28年４月１日残高 118 118 － 6,840

事業年度中の変動額

特別償却準備金の取崩 －

剰余金の配当 △85

当 期 純 利 益 686

自己株式の取得 △0
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

54 54 2 57

事業年度中の変動額合計 54 54 2 658

平成29年３月31日残高 172 172 2 7,498

－ 20 －

株主資本等変動計算書
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個別注記表
〔重要な会計方針に係る事項〕

１．資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの
移動平均法による原価法

⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法
通常の販売目的で保有するたな卸資産は、原材料については総平均法、その他のたな卸資
産については移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）によっております。

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物は定額法を採用しております。

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

⑶　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

⑵　賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を
計上しております。

⑶　製品保証引当金
製品の無償補修費用の支出に備えるため、無償補修費用を個別に見積り算出した額を計上
しております。

－ 21 －
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⑷　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき計上しております。
①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年
度から費用処理しております。
また、当事業年度末において年金資産が退職給付債務から未認識数理計算上の差異を加
減した額を超えているため、当該金額を前払年金費用として投資その他の資産に計上し
ております。

⑸　環境対策引当金
「ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により
処理することが義務付けられているＰＣＢ廃棄物の処理費用の支出に備えるため、合理的
に見積った額を計上しております。

４．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費
税は、当事業年度の費用として処理しております。

〔会計方針の変更に関する注記〕
平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の
取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４
月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変
更しております。この結果、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に対す
る影響額は軽微であります。

〔追加情報〕
繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年
３月28日）を当事業年度から適用しております。

－ 22 －
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〔貸借対照表に関する注記〕
１．有形固定資産の減価償却累計額 7,337百万円

２．関係会社に対する金銭債権及び債務
短期金銭債権 486百万円
短期金銭債務 4百万円

〔損益計算書に関する注記〕
関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 792百万円
仕入高 7百万円

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数
(株)

当事業年度増加株式数
(株)

当事業年度減少株式数
(株)

当事業年度末株式数
(株)

発行済株式
普 通 株 式 14,280,000 － － 14,280,000

自己株式
普 通 株 式 89,344 300 － 89,644

(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加300株は、単元未満株式の買取による増加であります。
２．配当に関する事項

⑴　配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

1株当たり配当額
(円) 基 準 日 効力発生日

平成28年 6 月29日
定 時 株 主 総 会 普通株式 42 3.0 平成28年 3 月31日 平成28年 6 月30日
平成28年10月31日
取 締 役 会 普通株式 42 3.0 平成28年 9 月30日 平成28年12月 6 日

⑵　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
次のとおり、決議を予定しております。

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円) 配当の原資 1株当たり配当額

(円) 基 準 日 効 力 発 生 日
平成29年 6 月28日
定 時 株 主 総 会 普通株式 42 利益剰余金 3.0 平成29年 3 月31日 平成29年 6 月29日

－ 23 －
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〔税効果会計に関する注記〕
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業所税否認 5百万円
未払事業税否認 16百万円
たな卸資産評価損否認 85百万円
賞与引当金否認 112百万円
減価償却超過額 7百万円
一括償却資産超過額 2百万円
資産除去債務否認 54百万円
減損損失否認 76百万円
環境対策引当金否認 7百万円
製品保証引当金否認 18百万円
災害損失否認 10百万円
その他 7百万円

繰延税金資産小計 406百万円
評価性引当額 △148百万円
繰延税金資産合計 257百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △72百万円
除去費用（有形固定資産計上） △2百万円
前払年金費用 △73百万円
特別償却準備金 △30百万円

繰延税金負債小計 △177百万円
繰延税金資産の純額 79百万円

－ 24 －
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〔金融商品に関する注記〕
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一
時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入に
より調達しております。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、国
外売上に伴う外貨建の営業債権も、為替の変動リスクに晒されております。
投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒さ
れております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。
一部外貨建のものについては、為替の変動リスクに晒されております。
借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達
を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後６年であります。このうち一部は、金
利の変動リスクに晒されております。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における営業管理部門が
主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理す
るとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社の投資有価証券については、主として株式であり、上場株式については定期的に時
価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署からの報告に基づき管理部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとと
もに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算
定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる
ため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

－ 25 －
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２．金融商品の時価等に関する事項
平成29年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお
りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりま
せん（（注）２．参照）。

貸借対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

⑴ 現金及び預金 2,661 2,661 －

⑵ 受取手形及び売掛金 3,282 3,282 －

⑶ 投資有価証券 534 534 －

資 産 計 6,477 6,477 －

⑴ 支払手形及び買掛金 1,503 1,503 －

⑵ 未払金 192 192 －

⑶ 未払法人税等 236 236 －

⑷ 長期借入金（１年内返済予定を含む） 435 436 0

⑸ リース債務 209 212 3

負 債 計 2,577 2,581 3

デリバティブ取引 － － －

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産

⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

⑶　投資有価証券
これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

負　債
⑴　支払手形及び買掛金、⑵　未払金、⑶　未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

⑷　長期借入金（１年内返済予定を含む）、⑸　リース債務
これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入またはリース取引を行った場合
に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

－ 26 －
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デリバティブ取引
当社はデリバティブ取引を行っておりません。

(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 貸借対照表計上額
（百万円）

非 上 場 株 式 2

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ
とから、「⑶　投資有価証券」には含めておりません。

(注)３．金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

1 年 以 内
(百万円)

1 年 超
2 年 以 内
(百万円)

2 年 超
3 年 以 内
(百万円)

3 年 超
4 年 以 内
(百万円)

4 年 超
5 年 以 内
(百万円)

5 年 超
(百万円)

現金及び預金 2,661 － － － － －

受取手形及び売掛金 3,282 － － － － －

合 計 5,943 － － － － －

(注)４．社債、長期借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額

1 年 以 内
(百万円)

1 年 超
2 年 以 内
(百万円)

2 年 超
3 年 以 内
(百万円)

3 年 超
4 年 以 内
(百万円)

4 年 超
5 年 以 内
(百万円)

5 年 超
(百万円)

長期借入金 232 108 95 － － －

リース債務 71 61 56 17 0 2

合 計 304 169 151 17 0 2

－ 27 －

個別注記表
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〔関連当事者との取引に関する注記〕
親会社及び法人主要株主等

種 類 会社等
の名称 住 所 資 本 金

(百万円) 事業の内容 議決権の所有
(被所有)割合

関連当事者
と の 関 係 取 引 内 容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

その他の
関係会社 ㈱成和 東京都

港　区 45 各種バルブ
の 販 売

被所有
直接39.77％

当 社 製 品
の 販 売

当社のアクチュエー
タ他の販売代理店 792

売掛金 85
受取
手形 400

(注)１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含
まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等
製品の販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。

〔１株当たり情報に関する注記〕
１．１株当たり純資産額 528円22銭
２．１株当たり当期純利益 48円37銭

〔資産除去債務に関する注記〕
１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

⑴　当該資産除去債務の概要
当社は本社工場の一部に使用されている有害物質を除去する義務に関して資産除去債務を
計上しております。また、事業所の一部は、設置の際に土地所有者との事業用定期借地権
契約を締結しており、賃借期間終了による原状回復義務に関し資産除去債務を計上してお
ります。

⑵　当該資産除去債務の金額の算定方法
資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間を取得から30年から45年と見積り、割引率
は0.424％から2.134％を使用して資産除去債務の金額を算定しております。

⑶　当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 185百万円
時の経過による調整額 0百万円
資産除去債務の履行による減少額 7百万円
期末残高 177百万円

－ 28 －
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２．資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの
当該資産除去債務の概要

当社は、賃貸借契約に基づき使用する一部の事務所等について、退去時における原状回復
に係る債務を有しております。また本社工場の土地において、工場移転等が発生した場合
に土地を浄化する債務を有しております。しかしながら、現在のところ移転等の予定もな
く、かつ、土地の汚染に関しては汚染範囲が明確でないことから、資産除去債務を合理的
に見積ることができません。そのため、当該資産に見合う資産除去債務を計上しておりま
せん。

－ 29 －

個別注記表
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
平成29年５月10日

日本ギア工業株式会社
取締役会　御中

東陽監査法人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 前 原 一 彦 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 澁 江 英 樹 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本ギア工
業株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第115期事業
年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに
ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場

から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監
査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書
に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

－ 30 －
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監
査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断
により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の
有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経
営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附
属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ
の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。
以　　上

－ 31 －
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監査役会の監査報告書

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの第１
１５期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報
告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたし
ます。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査
人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方
針、監査計画等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思
疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以
下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重
要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制、その他株式会社の業務の適正
を確保するために必要なものとして会社法施行規則第１００条第
１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容
及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に
関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表）
及びその附属明細書について検討いたしました。

－ 32 －
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を
正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取
締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人「東陽監査法人」の監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。

平成２９年５月１２日
日 本 ギ ア 工 業 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 川 井 正 人 ㊞
社 外 監 査 役 杉 山 功 郎 ㊞
社 外 監 査 役 三 田 義 之 ㊞

(注）　社外監査役板東美樹氏は、平成29年３月31日をもって監査役を辞任いたしましたので、
監査報告書に署名押印いたしておりません。

以　上

－ 33 －
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株　主　メ　モ
事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎年６月

期末配当金受領株主確定日 毎年３月31日

中間配当金受領株主確定日 毎年９月30日

株 主 名 簿 管 理 人 お よ び
特別口座の口座管理機関

〒100－6026　東京都千代田区霞が関三丁目２番５号
株式会社アイ・アール ジャパン

同 連 絡 先
〒100－6026　東京都千代田区霞が関三丁目２番５号
株式会社アイ・アール ジャパン　証券代行業務部
電話　0120－975－960（通話料無料）

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所

公 告 の 方 法

電子公告
当社ホームページ（http://www.nippon-gear.jp）に掲
載いたします。ただし、電子公告によることができない事
故、その他やむを得ない事由が生じた場合は、日本経済新
聞に掲載いたします。

（ご注意）
１．株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設さ

れている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されて
いる証券会社等にお問い合わせください。株主名簿管理人（アイ・アール ジャパン）
ではお手続きできませんのでご注意ください。

２．特別口座に記録された株式に関する、証券口座への振替請求、住所変更、買取請求その
他各種お手続きにつきましては、上記特別口座の口座管理機関（アイ･アール ジャパ
ン）にお問い合わせください。

３．未受領の配当金につきましては、上記株主名簿管理人（アイ・アール ジャパン）でお
支払いいたします。

（ご案内）
少額投資非課税制度口座（NISA口座）における配当等のお受け取りについて

新規に購入された当社株式をNISA口座でご所有される場合、配当等につき非課税の適
用を受けるためには、口座管理機関（証券会社等）を通じて配当等を受け取る方式であ
る「株式数比例配分方式」をお選びいただく必要がございます。ご所有の株式のうち、
特別口座に記録された株式をお持ちの株主様は「株式数比例配分方式」をお選びいただ
くことができませんのでご注意ください。NISA口座に関する詳細につきましては、お
取引の証券会社等にお問い合わせください。

株主メモ
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